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 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
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合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

各種加入団体負担金 ○ S44 44 3 ○ 1,940 0 0 1,940 ○ ○ ○ △ 10

行政情報ネットワーク運営費 ○ H8 17 1 ○ 147,033 0 3,297 143,736 ○ ○ ○ 0

パソコン実践研修 ○ H20 5 2 ○ 932 0 0 932 ○ ○ ○ ○ ○ 0

共用サーバ利用システム運営事業 ○ H22 3 1 ○ 21,475 0 0 21,475 ○ ○ 0

インターネット地域情報発信事業 Ⅳ 元気な県政 ○ H7 18 1 ○ 35,134 0 2,900 32,234 ○ ○ ○ ○ 0

携帯電話・高速インターネット・CATV施設整備事業 Ⅳ 元気な県政 ○ H4 21 1 ○ 24,362 20,302 975 3,085 ○ ○ ○ 0

ケーブルテレビコンテンツ配信事業 ○ H23 2 1 ○ 649 0 0 649 ○ ○ ○ 0

福井情報スーパーハイウェイ管理運営事業 ○ H15 10 1 ○ 78,750 78,750 0 0 ○ ○ ○ 0

福井県・市町共同利用電子申請・施設予約サービス運営事業 Ⅳ 元気な県政 ○ H17 8 1 ○ 12,006 0 9,045 2,961 ○ ○ 0

サーバ統合環境基盤整備事業 Ⅳ 元気な県政 ○ H24 1 1 ○ 26,847 0 0 26,847 ○ ○ ○ 0

10 9 1 0 13 10 0 349,128 99,052 16,217 233,859 3 1 1 1 0 0 1 2 5 2 1 0 3 0 0 1 0 9 0 1 0 0 0 0 0 △ 10

平成２４年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）情報政策課

会計区分

課・室名

一般会計

福井新々元気宣言
における位置付け

成果指標1結果分類活動指標1結果分類 活動指標2結果分類 財源内訳同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

平成
２３年度
予算額

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 IT推進 Ｇ
3 □ ■ S44 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 44 年 □

 20年度  21年度  22年度  23年度

1,938 1,938 1,948 1,928

1,938 1,938 1,946 1,928

1,938 1,938 1,946 1,928

16 19 21 17

20 17 14 10

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 □ そ の 他廃　　止 □

縮　　減 □

□ 継　　続 □

見　直　し　額 △ 10

一　般　財　源 1,940

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

□ 拡　　充

所属の

方　針

■

国　　　　　庫 0

その他特定財源 0

休　　止 □

・ネットワーク等に関する知識はどの課においても必要となってきており、今後も職員の受講を積
極的に促したい。
・平成２５年度より北陸情報通信協議会負担金の加入口数を６口（１口１０千円）から石川・富山
と同額の５口に減額する。

終期の見直し

完　　了

・各団体が開催する会議を利用することで、効率的な情報収集や要望活動を行うことができた。
・職員のレベルに応じたセミナーを幅広く受講することができ、問題解決能力を向上させることが
できた。

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

予　算　額　（単位：千円） 1,940 21年度中に、北陸テレコム懇談会と北陸電波協力会が合併し、北陸情報通信協
議会となった。従来は北陸テレコム懇談会50千円、北陸電波協力会12千円の会
費を県は負担していたが、合併により60千円(23年度まで暫定的に48千円)となっ
た。また、公的個人認証サービス都道府県協議会の会費が80千円となった。
23年度より大型汎用機の廃止に伴い、汎用機の運用に関する情報を収集してい
た地方自治体情報システム研究会を退会となった。

各種セミナーに参加することにより、職員のスキルアップが図られている。
また、各種会議等への参加を通じて国や他自治体の動向を把握している。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

の推移 成果

指標

Ⅲ

事業効果 指標 セミナー・講演回数 5 △ 27.8% Ⅳ上記３団体が開催したセミナー等に参加した、延べ職員数を累計

△ 4.8%活動

△ 25.1%

会議 12

当 初 予 算 額 の 推 移 0.0%

上記３団体が開催した会議に出席した、延べ職員数を累計

1,940

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 24年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
0.0%

決 算 額 の 推 移

経過年数

法定受託事務

[事業目的]

行政の情報化を進め事務を効率化するため、情報関係団体の事業へ参加し情報収集を行う。

［事業内容］

・公的個人認証サービス都道府県協議会負担金　80千円
・北陸情報通信協議会負担金　　　　　　　　　60千円
・地方自治情報センター負担金　　　　　　 1,800千円
・地方自治体情報システム研究会負担金（22年度まで）

実行予算

結果分類
1,940

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

自 治 事 務

県　単 補 助 金

所　　属 総合政策

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事      業      名 各種加入団体負担金 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

部 情報政策

その他 そ の 他

福井新々元気宣言に
おける位置付け

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－1－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 システム管理 Ｇ
1 □ ■ H8 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 17 年 □

 20年度 21年度 22年度 23年度

383,720 305,028 257,951 199,126

384,443 271,138 222,921 169,466

357,547 271,138 214,172 162,884

192,488 209,384 243,971 305,635

50 54 51 51

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 □ そ の 他

完　　了

□

見　直　し　額

□

廃　　止

□

□

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

■ 継　　続 □ 休　　止

 グループウェアの利用等、電子情報の交換が活発に行われている。情報ネットワークを利用する
情報システムは年々増加しており、ネットワーク上を流れる情報量も増加している。

　流通する情報量が増加し、行政情報ネットワークは庁内の重要な通信インフラとなっているた
め、今後とも情報セキュリティの確保に留意し、安定した運用を行いたい。

終期の見直し

一　般　財　源 143,736

拡　　充

[事業の評価]

その他特定財源 3,297

147,033

国　　　　　庫 0

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

所属の

方　針

□ 縮　　減

H21 出先接続用L3SW等の更新。公設試NW接続システム更新。
H22 Web閲覧関連機器更新。出先機関ウィルスパターン配信サーバ更新。
H23 行情NW基幹機器更新。QNDサーバ更新。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円）

 〕　／　整備目標

Ⅱ

指標

の推移 成果 ﾈｯﾄﾜｰｸ上で稼動している業務ｼｽﾃﾑ数 51 0.6%

月平均のＥメール交換件数 Ⅰ

事業効果 指標

△ 21.1%

決 算 額 の 推 移 △ 42.3%

活動 Ｅメール交換件数 264,530 9.3%

区　　　　　　分 24年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 165,354 △ 18.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 147,033

法定受託事務

[事業目的]

　情報通信技術（ICT）を利用して行政事務を効率化、高度化した「電子県庁」を構築し、住民サービスの充実を図るため、行政の電子化施策を実施する。

［事業内容］

　（１）行政情報ネットワークの運用管理経費
　（２）通信回線使用料
　（３）ネットワーク端末等維持経費
　（４）総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）接続経費
　（５）インタネットオープン化経費
　（６）出先機関ＬＡＮ・ＷＡＮ維持経費

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 実行予算

その他 そ の 他

行政情報ネットワーク運営費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部 情報政策

－2－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 情報システム最適化 Ｇ
2 □ ■ H20 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

 20年度 21年度 22年度 23年度

1,575 1,523 1,470 1,418

1,575 1,523 709 880

1,575 1,523 708 879

10 8 8 6

20 16 16 19

130 148 98 126

412 240 661 820

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 □ そ の 他

完　　了

□

見　直　し　額

□

廃　　止

□

□

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

■ 継　　続 □ 休　　止

・効率的に行政運営を行う上で、職員の電子データを分析・利活用するスキルが必要であり、より
有用な研修内容へと見直しを図りたい。
・セキュリティ研修は職員の受講頻度を上げ、最新の脅威についての知識を習得させ、セキュリ
ティの向上を図りたい。

・データ分析・利活用研修は、講座により受講者数のばらつきがあるため、職員のニーズを探って
いく必要がある。
・セキュリティ研修は、近年の情報資産への脅威が多様化していることから、受講の頻度を上げて
最新の知識を習得する職員を養成する必要がある。

終期の見直し

一　般　財　源 932

・データ分析・利活用研修
　　職員の電子情報を効率的に分析・利活用できるスキル向上を図り、独自統計の作成および事
業結果の検証に役立てることにより、業務の効率化を図る。
・セキュリティ研修
　　全職員が情報資産の適切な管理法を習得することにより、適切な情報セキュリティ水準を保
つ。

拡　　充

[事業の評価]

その他特定財源 0

932

国　　　　　庫 0

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

所属の

方　針

□ 縮　　減

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円）

 〕　／　整備目標

Ⅲ

指標 セキュリティ研修受講者数 919 42.4% Ⅰ

の推移 成果 データ分析・利活用研修受講者数 110 △ 1.0%

Ⅳ

事業効果 指標 セキュリティ研修開催数 19 △ 0.3% Ⅲ

△ 10.9%

決 算 額 の 推 移 △ 10.9%

活動 データ分析・利活用研修開催数 5 △ 15.4%

区　　　　　　分 24年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,365 △ 3.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 932

法定受託事務

[事業目的]

職員の情報利活用能力の向上と、県が保有する情報資産を管理する上で適切な情報セキュリティ水準を保つため、職員を対象としたパソコン実践研修およびセキュリティ研修を実施する。

［事業内容］

（１）データ分析・利活用研修
（２）セキュリティ研修(一般職員向け・教職員向け・管理者向け・スーパーバイザー向け)

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 実行予算

その他 そ の 他

パソコン実践研修 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部 情報政策

－3－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 システム管理 Ｇ
1 □ ■ H22 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

 20年度 21年度 22年度 23年度

－ － 26,228 40,999

－ － 15,310 24,920

－ － 15,013 23,881

14 18

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫 0

その他特定財源 0

一　般　財　源 21,475

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 21,475

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅰ

指標

の推移 成果 業務システム数 18 14.3% 平成23年度に給与関係4システム追加

事業効果 指標

24.5%

決 算 額 の 推 移 △ 20.5%

活動

区　　　　　　分 24年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 21,697 4.6%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 21,475

法定受託事務

[事業目的]

　　情報システム最適化計画書（平成18年12月策定)に基づきオープン化したシステムを、共用サーバ利用システムで運営する。

［事業内容］

　（１）共用サーバ利用システムの運用管理経費
　（２）ハード・ソフトの維持管理経費

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

給与関係の4システムをオープン化し、共用サーバ利用システムに載せた。

システム開発を行う課に対し、共用サーバの利用を働きかけ、県全体の情報システム経費の削減に
努める。

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

共用サーバ利用システム運営事業 含まれる事業数

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部 情報政策

－4－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 システム管理 Ｇ
1 □ ■ H7 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 18 年 □

 20年度 21年度 22年度 23年度

9,708 11,950 20,518 20,182

9,708 12,044 20,518 18,891

9,528 12,044 20,138 18,785

1,966 2,415 2,300 2,900

3,438 3,088 3,248 3,040

3,098 2,389 3,922 7,168

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

そ の 他

完　　了

□

□

□ 廃　　止

□

■ 継　　続 □ 休　　止

千　円

□ 整理統合

終期の見直し

□
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

一　般　財　源 32,234

拡　　充

[事業の評価]

その他特定財源 2,900

35,134

国　　　　　庫 0

更新期限が到来しているページの管理を行い、定期的な情報更新を呼び掛けて、コンテンツの鮮度
を保った。
また、コンテンツ作成の研修を行い、魅力あるコンテンツの作成に努めた。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

所属の

方　針 利用者にとって、より利用しやすいホームページにするため、システムの改善や職員への研修に努
める。

縮　　減

H18　運営管理拠点をＩＤＣに変更
　　 プロバイダ接続回線の契約方法を一般競争入札に変更
H19　バナー広告の運用を広告代理店方式に変更
H20　県のページをリニューアル、コンテンツマネジメントシステムの運用を開始
H21　コンテンツ増加に伴うＣＭＳサーバ増強、更新期限到来ページの管理
H22　Ｗｅｂサーバ更新、コンテンツ作成研修の実施

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円）

 〕　／　整備目標

Ⅰ

指標 更新ページ数 8,344 35.1% 「インターふくい」更新ページ数（単位：件） Ⅰ

の推移 成果 新規ページ数 4,333 7.8% 「インターふくい」新規ページ数（単位：件）

歳入額：千円（各年度末） Ⅰ

事業効果 指標

43.1%

決 算 額 の 推 移 △ 3.3%

活動 バナー広告掲載料（千円） 2,900 11.0%

区　　　　　　分 24年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 27,319 32.1%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 35,134

法定受託事務

[事業目的]

福井県ホームページと、これを支えるコンテンツマネジメントシステム（CMS）の運営、および、インターネットへの接続の維持。

［事業内容］

　事業目的を達成するため次の各業務等を実施する。
（１）インターネット接続線使用料
（２）県の回線に異常が起きた場合等に外部からのページチェックを行い、またフィルターでガードされるページにアクセスするため、独自にプロバイダに加入
（３）機能強化のために導入したシステム保守費用および賃借料
（４）ホームページ閲覧補助ソフトの保守費用
（５）魅力あるホームページ作成研修
（６）リース切れに伴うインターネット接続用ファイアーウォール、メールサーバ等の購入および設定費用

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

Ⅳ 元気な県政 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名
事 業
区 分

国　庫 実行予算

12 「希望ふくい」のふるさとづくり その他 そ の 他

インターネット地域情報発信事業 含まれる事業数

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部 情報政策
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 IT推進 Ｇ
1 ■ □ H4 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 21 年 □

 20年度 21年度 22年度 23年度

20,760 79,800 0 32,397

93,996 132,512 30,450 29,150

18,211 79,206 22,796 8,850

2 3 3 1

62 56 50 40

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫 20,302

その他特定財源 975

一　般　財　源 3,085

終期の見直し

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 24,362 平成１７年度までは携帯電話は国庫補助事業のみであったが、平成１８年度に県
単事業を創設。
平成１９年度に「携帯電話不感地域解消モデル事業」、「移動通信用鉄塔施設整
備事業」、「ケーブルテレビ施設整備支援事業」、「ブロードバンド整備支援モデル
事業」を統合し、複数同時整備を可能とするなど補助対象を拡充。

補助は市町を対象として行う。
「計画の達成状況」欄の目標は、民間事業者に働きかけを行い、本件事業以外で民
間事業者が独自に整備を行った集落を含む。
20年度から21年度へ67,290千円繰越し(予算額の外)
21年度から22年度へ21,395千円繰越し(予算額の外)
23年度から24年度へ19,934千円繰越し（予算額の外）

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

の推移 成果

本事業で補助を行った市町数 Ⅰ

事業効果 指標 携帯電話不感集落数 36 △ 14.7% 携帯電話の不感集落数 Ⅳ

△ 32.6%

決 算 額 の 推 移 18.7%

活動 事業実施市町数 3 45.8%

区　　　　　　分 24年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 33,054 31.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 24,362

法定受託事務

[事業目的]

市町に対し、地域の実情に応じたＩＣＴ基盤（携帯電話・高速インターネット・ＣＡＴＶ）の整備に要する経費の一部を補助することにより、県内の情報通信格差の是正を図ることを目的とする。

［事業内容］

＜携帯電話＞どの携帯電話事業者の携帯電話も利用出来ない地域で、採算性が低く事業者の独自整備が見込めない場合には、国と県で補助を行い整備を進める。
＜高速インターネット＞ブロードバンドの未整備地域において、電気通信事業者の独自整備が見込めない場合には、電気通信事業者が行う整備に対して補助を行う市町に対し、県で補助を行う。
＜ＣＡＴＶ＞市町または第三セクターが実施するケーブルテレビ施設整備事業に補助を行う。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

福井市、勝山市の3集落において、携帯電話が利用できるようになり、住民の利便性が向上した。

国庫補助を有効に活用し、携帯電話の不感集落の解消に努めていく。

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

Ⅳ 元気な県政 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名
事 業
区 分

国　庫 実行予算

12 「希望ふくい」のふるさとづくり その他 そ の 他

携帯電話・高速インターネット・CATV施設整備事業 含まれる事業数

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部 情報政策
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 IT推進 Ｇ
1 □ ■ H23 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

 20年度  21年度  22年度  23年度

- - - 720

- - - 720

- - - 319

- - 8 12

- - 293 274

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部 情報政策

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 ケーブルテレビコンテンツ配信事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　ケーブルテレビの自主放送番組枠を利用し、県民生活と関わりが深い、教育・文化・健康・産業等の県政分野の番組を放送することにより、県政への理解と県民生活の質の向上を図る。

［事業内容］

　県が主催した講演会等の模様を録画・編集し、ケーブルテレビにおいて放送可能な形式にして各ケーブルテレビ会社の協力の下、放送する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 24年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 649 △ 9.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 649 △ 9.9%

決 算 額 の 推 移 △ 100.0%

活動

事業効果 指標

の推移 成果 番組数 10 16.7% Ⅰ

指標 放映回数 230 △ 11.3% Ⅳ

 〕　／　整備目標

国　　　　　庫 0

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 649

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充

[事業の評価]

廃　　止

□ 縮　　減

一　般　財　源 649

その他特定財源 0

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

■ 継　　続 □ 休　　止 □

□

千　円

□ 整理統合
　今後もさまざまなコンテンツを放送していく。

終期の見直し
　さまざまな分野の番組を放送することができ、県の取り組みを広く周知することができた。

□ そ の 他

完　　了

□
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 情報システム最適化 Ｇ
1 ■ ■ H15 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 10 年 □

 20年度 21年度 22年度 23年度

204,118 147,526 159,513 829,421

196,823 144,585 157,770 450,450

196,823 144,585 157,748 450,450

54 56 57 56

71 73 74 73

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

縮　　減 □

見　直　し　額

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 終期の見直し

国　　　　　庫 78,750

その他特定財源 0

一　般　財　源 0

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 78,750 23年度において機器の更新

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅱ

指標

各年度末の民間の利用者数〔利用申請後に合併のあった者については合併後の数でカウントする〕の推移 成果 年度末の民間利用者数 71 0.0%

各年度末の民間の利用申請者数〔延べ数〕 Ⅱ

事業効果 指標

21.4%

決 算 額 の 推 移 17.0%

活動 民間利用申請者数 54 0.0%

区　　　　　　分 24年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 78,750 77.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 78,750

　情報ハイウェイは高い信頼性やセキュリティが求められるネットワークに対しては非常に有効で
あるため、今後も積極的に利用を促進していく。

法定受託事務

[事業目的]

超高速で大容量の情報通信基盤として整備した福井情報スーパーハイウェイの管理運用等を行う。

［事業内容］

　次の業務を委託により実施する。
（１）電気通信役務の提供　情報ハイウェイを超高速で大容量の情報通信ネットワークとして県や市町村、民間企業等が利用するための電気通信役務の提供
（２）運用管理　　　　　　利用者の接続工事、回線・機器の監視や解析、運用状況の報告、技術的な照会に対する対応等
（３）保守業務　　　　　　アクセスポイント等に設置した機器の保守
（４）ハウジングサービス　アクセスポイント等のハウジングサービス（スペース貸し）
（５）機器の運用業務　　　アクセスポイントに設置する機器（コアルータモジュール）の運用

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

　県の情報資産(ネットワーク)の余力を、民間事業者の育成、支援に有効活用できた。

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

福井情報スーパーハイウェイ管理運営事業 含まれる事業数

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部 情報政策
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 IT推進 Ｇ
1 □ ■ H17 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 8 年 □

 20年度 21年度 22年度 23年度

128,960 128,898 129,364 225,876

128,960 129,255 129,364 161,609

128,520 129,255 129,364 161,572

6,166 9,553 11,977 12,599

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

縮　　減 □

見　直　し　額

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 終期の見直し

国　　　　　庫

その他特定財源 9,045

一　般　財　源 2,961

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 12,006 県民の利用数の増加および職員側の事務量軽減のため、電子申請システムと庁
内各システムとを連携する仕組みを構築した。
県民向けだけでなく、庁内での手続のオンライン化を実現するため、21年度から
庁内申請専用の入口を構築した。
23年度クラウドコンピューティングを利用して更新。

土木行政システム連携の運用を平成２１年１１月から開始した。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅰ

指標

の推移 成果 申請数 21,000 38.0%

事業効果 指標

△ 16.8%

決 算 額 の 推 移 △ 18.6%

活動

区　　　　　　分 24年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 12,006 △ 4.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 12,006

法定受託事務

[事業目的]

　県民等が、「いつでも」「どこからでも」「どこへでも」「容易に」「安全に」、申請・届出等の手続をインターネットにより行えるサービスを、県内すべての市町と共同で提供する。

［事業内容］

　クラウドコンピューティングを利用して市町と共同で電子申請・施設予約システムを運用する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

　平成24年度は、政策合意で目標としている年間申請件数12,000件を上回った。庁内各課へ研修、
イベント等の申込みなどでの利用を促進し、担当者の業務の効率化を図るとともに、職員に電子申
請のしくみを理解してもらえるよう努めた。

　平成24年3月より、クラウドサービスを利用した新しいサービスにリニューアルされ、携帯電話
からの申請や、様式作成の簡略化が可能になった。今後も各課に対する利用促進を積極的に働きか
け、利用可能手続きの増加を図っていく。

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

Ⅳ 元気な県政 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名
事 業
区 分

国　庫 実行予算

12 「希望ふくい」のふるさとづくり その他 そ の 他

福井県・市町共同利用電子申請・施設予約サービス運営事業 含まれる事業数

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部 情報政策
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 情報システム Ｇ
1 □ ■ H24 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

 20年度 21年度 22年度 23年度

- - - -

- - - -

- - - -

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部 情報政策

事 業
区 分

国　庫 実行予算

12 「希望ふくい」のふるさとづくり その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

Ⅳ 元気な県政 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 サーバ統合環境基盤整備事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　各情報システムは個々でサーバを調達、保守してきたが、クラウドコンピューティングの基盤技術である仮想化技術を活用したサーバ統合環境基盤を整備し、各システムを順次基盤上に移行させること
で、情報システムにかかる経費の削減とセキュリティ面を含めた安定的な運用を図る。

［事業内容］

　県が管理・保有する情報には個人情報や機密情報等が多く含まれていることから、機器等を県で占有するプライベートクラウド方式とする。
　機器等については県で所有せず、民間のデータセンターを活用した「サービス利用型」とする。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 24年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 96,501 皆増

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 26,847 皆増

決 算 額 の 推 移 皆増

活動

事業効果 指標

の推移 成果 移行システム数 9 皆増 サーバ統合環境基盤への移行システム数 Ⅰ

指標 移行サーバ台数 20 皆増 サーバ統合環境基盤への移行サーバ台数 Ⅰ

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 26,847

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 26,847

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　計画通りに順調に運用が実施された。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　Ｈ２５年度以降も「庁内情報システムのクラウドコンピューティング活用方針」に基づき、適切
に運用を行っていく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他
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